
20 歳代　
　1.5％ 30歳代

　7.2％

40歳代
　9.8％

50歳代
　11.2％

60～64歳
　12.8％

65～69歳
　13.6％

70～74歳
　17.3％

75～79歳
14.6％

80歳代
　10.2％

不明
0.9％
　

90歳以上
　0.9％

世帯主の年齢

第９回団地の生活と住まい
アンケート調査の集計結果

全国公団住宅自治会協議会

調   査   実   施＝ 2011 年９月
調査実施団地＝237団地（前回 226 団地）
調査対象戸数＝236,237戸（  同  232,202戸）
回  答   戸  数＝100,586戸（  同  101,780戸）
回  　収 　率＝42.6％ （  同  43.8％）

ＵＲ賃貸住宅居住者の実態

　◆世帯主の年齢̶̶60歳以上が 69.4％に

　世帯主の高齢化が引

き続き急速に進み、60

歳以上が 69.4％を占め

ています。前回３年前の

調査（2008 年）の 61.9

％より 7.5 ポイントも増

加しました。70 歳代は

31.9％でほぼ３分の１

となり、80歳代・90歳

代以上が 11.1％もいま

す。50 歳代以下の世帯

主は合計 29.7％と３割

弱です。

いちだんと進む世帯主の高齢化

（主な項目の概要）
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100 万円未満
100万円～149万 9,999 円
150万円～199万 9,999 円
200万円～250万 9,999 円
251万円～374万 9,999 円
375万円～516万 9,999 円
517万円～741万 9,999 円
742万円以上
　　　　　　　　　　   不明

  7.0％
11.8％
12.9％
17.4％
20.5％
13.6％
  7.1％
  3.7％
  6.0％

49.1
  %
（Ⅰ）

（Ⅱ）
（Ⅲ）
（Ⅳ）
（Ⅴ）

2011年

443万円未満

443万円～581万円未満
581万円～733万円未満
733万円～945万円未満
945万円以上
                            不明

70.4％

10.1％
  6.7％
  3.7％
  2.1％
  6.9％

（Ⅰ）

（Ⅱ）
（Ⅲ）
（Ⅳ）
（Ⅴ）

2008年

100万円未満
　　7.0％

100万～149.9 万円
　　11.8％

150万～199.9 万円
　　　12.9％

200万～250.9 万円
　　17.4％

251万～374.9 万円
　　20.5％

375万～516.9 万円
　　13.6％

517万～741.9 万円
　　7.1％

742万円以上
　3.7％

不明
6.0％

2010 年度の世帯収入

第９回団地の生活と住まいアンケート集計結果

◆世帯収入̶251万円以下が全世帯の 49.1％

昨年（2010年）の世帯収入
　　374万円未満の世帯は約７割

　世帯収入（2010 年

度）については、今回

は総務省統計局「平成

22 年家計調査・家計

収入編（総世帯）」に

よって収入額を区分し

て、質問しました。第

８回までは総務省統計

局「家計調査・貯蓄負

債編（勤労者世帯）」

の前年度調査による所

得分位別年間収入で質

問してきましたが、団

地居住世帯の状況をふ

まえて今回変更しまし

た。このため第９回の第１～５分位のデータ

を第８回までと単純比較して推移を見ること

ができなくなってしまいましたので、「年収

額」をもとに結果を見ることで、これまで９

回の年収額の変化を示すことにします（今回

のアンケートでは、251 万円未満までの「第

１分位」については全国自治協の考えにより

４区分に分けて回答を求めました）。

　上記のような結果となっています。（Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ Ⅴは分位）

　毎回の「団地の生活と住まいアンケート」

の特筆すべきこととして、この項が世帯収入

についての質問であるにもかかわらず、たい

へん高い回答率で回答が得られているという

ことです。今回は 94％（第８回、第７回は

ともに 93％）。不明はわずか 6％です。

　世帯の年間収入（2010 年度の世帯全員の

税込み収入合算額）は、250 万 9,999 円ま

で（第Ⅰ分

位）の世帯

が 49.1 ％

と約半数を

占めていま

す。251万

円 ～ 374

万 9 , 999



給料だけ
　　22.6％

給料とパート・
アルバイト 7.5％

給料と年金
　12.7％

年金とパート・アルバイト 9.9％

年金だけ
　39.1％

自営収入が中心
　　2.4％

失業中で無収入
　　1.0％

不明　
2.5％

その他
 2.2％

世帯収入の主な内容

たいへん重い
　　32.5％

やや重い
　37.2％

普通
23.1％

重くない
　1.0％

不明
6.2％

家賃の負担感について

全国公団住宅自治会協議会
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年金世帯がますます増加

円（第Ⅱ分位）は 20.5％です。すなわち、

375 万未満までの世帯（Ⅰ・Ⅱ分位世帯）は

69.6％と、全体の７割を占めています。

　収入額の区切り基準を変更したため、前回

との比較が難しくなりましたが、前回、家計

調査・貯蓄負債編（勤労者世帯）による第Ⅱ

分位の上限（581 万円未満）までの世帯は

◆世帯収入が「年金だけ」は 39.1％に

家賃の負担は？

80.5％でした。今回517万円未満（家計調査・

家計収入編「総世帯」の第Ⅰ～Ⅲ分位）の世

帯は 83.2％となっています。このように比

較してみても、ＵＲ賃貸住宅居住世帯の収入

状況がいちだんときびしくなってきているこ

とは明らかです。

　世帯収入が「年金だけ」の世帯

が 39.1％になりました。「年金と

パート・アルバイト」が 9.9％で、

年金生活世帯は 49％になってい

ます。「給料と年金」世帯が 12.7

％ですので、年金受給世帯の合計

は 61.7％。世帯主の高齢化や世

帯収入低下と深く関係しているこ

とはいうまでもありません。

　なお、前回 2008 年の回答は「年

金が中心」は 36.3％、「年金とパ

ート・アルバイト」で 8.1％、両

方合わせた年金生活世帯は 44.4

％でした。「給料と年金」は 10.2

％。年金生活・受給世帯は確実に

増加しています。

◆７割が家賃負担  
    「重い」

　家賃の負担感では「たいへん重い」

32.5％、「やや重い」37.2％で、７割

の世帯が「重い」感じています。前

回（それぞれ 33.6％、36.2％）とほ

ぼ同じです。
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今後の住まいについて

公団住宅に長く住み続けたい
　　　　　　　78.0％

公営住宅に住み替えたい
　　9.7％

持ち家を購入したい
　　6.9％

その他
　5.4％

※不明を削除して 100％としました

※複数回答

値上げや高家賃のこと

公団住宅の民営化

団地再生で移転強要

住宅が狭いこと

住宅や室内の設備が古いこと

団地の住環境の悪化

62.8％

51.6％

37.1％

12.3％

27.3％

11.8％

公団住宅に住んでいて不安に思うこと

第９回団地の生活と住まいアンケート集計結果

　今後の住まいに

ついての考えでは、

「公団賃貸住宅に長

く住み続けたい」

が引き続き突出し

ていて78.0％です。

前回 2008 年（73.2

％）より 4.8％ポイ

ント増えました。

　「公営住宅に住み

替えたい」は 9.7％、

大半の世帯がＵＲ

賃貸住宅にこのま

ま住み続けて「終

の棲家」とするこ

とを考えています。

　公団住宅に住ん

でいて不安に思う

◆ 78％の世帯が「公団賃貸住宅に長く住み続けたい」
◆不安なことは「家賃が払えなくなること」や「民営化」

ことでは、「値上げや高家賃で家賃が払えな

くなること」62.8％と「民営化され公団住宅

今後の住まい…公団住宅が突出

でなくなること」51.6％が過半数を超えて

います。
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